
（3） 今後の府中市の取組み
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前回策定から8年経過しており、空き家の状況に変化がある
と考えられる為、計画の改定が必要となる。当初の計画で
は10年以内に改定をする予定としている。

１3．府中市空家等対策計画の改定
～概要～

H28年度に空家等の発生予防・抑制、適正管理の推進、利
活用の促進といった視点から、総合的かつ計画的に空家等
対策を進めるために策定した計画

府中市空家等対策計画とは？

なぜ改定が必要？

特定空家等よりも軽微な基準である管理不全空家等が定め
られたことにより、これまで以上に幅広く指導、勧告の対
象となる空き家が増えることとなる。

法改正の影響は？
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14．法改正による取り組みの方向性
※別紙２参考資料

①空家等活用促進区域（法第７条第３項）
中心市街地などに空家等活用促進区域を定めることで、区域内の空家等の接道条件や建築物

の用途などの規制を緩和することできる。
府中市では、ランドバンク事業を推進し、規制に合わせて住環境の改善を行い活用を促進す

るものである。住環境の改善を行うことで、安全な暮らしの構築を目指して行く。

（１）活用拡大

②財産管理人による所有者不在の空家の処分（法第１４条）
市町村長が空家等の財産管理人の申立ができるようになった。
今後は、跡地が売却可能な特定空家等と合わせ、健全な空家等の活用も含めて財産管理制度

を検討していく。

③支援法人制度（法第２３条）
市町村長がＮＰＯ法人や社団法人を空家等管理活用支援法人として指定ができるようになっ

た。
現段階において予定はないが、空き家対策全般やランドバンク事業で（公社）広島県宅地建

物取引業協会と、空家所有者探索や財産管理制度で広島司法書士会と任意の協定を結んでいる。
協定の内容は法に規定されているものに近いので、空家特措法による支援法人の指定に移行

することも考えられる。

14．法改正による取り組みの方向性

①管理不全空家等（法第１３条）
放置すれば特定空家等になるおそれのある空家等を管理不全空家等として指定し、指導、

勧告をすることができるようになった。勧告をした場合は、住宅用地特例が解除となる。
空き家対策の入り口は、特定空家等、管理不全空家等を関係せず、空家等に対して法第１

２条による所有者等への情報提供である。したがって、引き続き、特定空家等、管理不全空
家等に関係なく、法第１２条による所有者等への情報提供を行っていく。
管理不全空家等の対策は、住宅用地特例の解除が役割となっている。一方、特定空家等の

対策は倒壊等の危険に対しての改善の措置である。空き家対策の最大の目的は、地域の生活
環境の保全を図ることであり、周辺環境に悪影響を与えていない管理不全空家等よりも、現
に周辺環境に悪影響を与えている特定空家等の対策を優先し空き家対策を進めていく。

（２）管理の確保

②所有者の把握の円滑化（法第１０条第３項）
市町村長が電気・ガス供給事業者へ情報提供を要請することが明確化された。（国土交通省

事務連絡）
全国の電気事業者が合同で設立している(株)ＧＤＢＬから、府中市内の推定空き家リストの

取得を行った。
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14．法改正による取り組みの方向性

①状況の把握（法第９条第２項）
特定空家等に対し、助言・指導、勧告、命令を行った場合において、所有者に対して対応の

報告を求めることができるようになった。
これまでも、必要に応じて対応の報告を求めていたが、明文化されたことで引き続き、助

言・指導、勧告、命令時には対応の報告を求める。

（３）特定空家等の除却等

②代執行の円滑化（法第２２条第１１、１２項）
災害その他の非常時に勧告を行った特定空家等に緊急に除却等の措置をとる必要がある時

に、法による命令を行ういとまがない場合に命令を省略し、緊急的に代執行を行うことがで
きるようになった。
非常時の特定空家等における代執行であり、限定されたものであるが、真に必要な場合実

施する。
また、略式代執行及び緊急代執行の費用を行政代執行と同様の手続きにおいて徴収するこ

とができるようになった。
略式代執行の費用回収においては、売却可能な場合は財産管理制度を利用している。新し

く規定された徴収方法も活用し、代執行費用の回収を進めていく。

14．法改正による取り組みの方向性

③財産管理人による所有者不在の空家の処分（法第１４条）
市町村長が空家等の財産管理人の選任申立ができるようになった。

管理不全建物

管理制度

管理不全土地

管理制度

所有者不明建物

管理制度

財産

管理制度

相続財産管理制度

(相続財産清算制度)
制度

2(0.3%)2(0.3%)26(4.3%)41(6.8%)164(27.3%)実績あり

【各種財産管理人制度申立実績】

全空協調べ：601団体回答（令和6年6月時点）
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14．法改正による取り組みの方向性

15．改正法運用への課題

法改正により新しいルールや制度が増えたので
それらを取り入れた空き家対策が必要

しかし、空き家対策の先進市町ですらどのように運
用していくか悩んでいる状況。

新しいルールはできたが、まずは、これまでのルールで
空き家対策は進めていく。さらに、新しいルールを取り
入れた運用は、県他市町や全国空き家対策協議会等から
情報を入手し、順次進めていく。
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